別  記
第１号様式（第４条関係）
                        　　　　　　　　                        番          号
                                                  　　　　　　　年    月    日
  岐阜県知事                様
                                    　住        所
                                    　補助事業者名
                                   　 代表者氏名     　　　　　　         
　　　　　　　　　年度                        補助金交付申請書　　　　　　　
  このことについて、次により補助金を交付されるよう関係書類を添えて申請します。
記
　　１  補助申請額      金         　                円
　　２  経費所要額調（別紙１）
　　３  事業計画書（別紙２）
　　４  添付書類
  　　（１）工事仕様書
  　　（２）工事設計書
  　　（３）工事仕訳書
  　　（４）歳入歳出予算書の抄本
  　　（５）その他参考となるべき書類

別  紙  １
                                                経    費    所    要    額    調
（補助事業者名                ）
	    区     分

	総 事 業 費

	寄  附  金
その他の
収  入  額
	差引事業費

	対象経費の
支出予定額
	基  準  額

	選  定  額

	市 町 村
補 助 額
	県 補 助
基 本 額
	県補助基本
所　要　額
	仕 入 れ
に 係 る
消費税等
相 当 額
	県  補  助
所  要  額

	（直接補助事業）
  施    設    名

	         円

	         円

	        円

	          円

	         円

	         円

	       　 円

	     　  円

	　　　　　円
	　　
　　　　　円
	          円


	    　 計
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	（間接補助事業）
  施    設    名

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	    　 計
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	　　合    計

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


  注  １  本調書は、施設ごとに作成すること。
      ２  「選定額」欄には、「対象経費の支出予定額」と「基準額」とを比較して少ない方の額を記入すること。
      ３  「県補助基本額」欄には、次により記入すること。
        ア  直接補助事業の場合  ……  「差引事業費」と「選定額」とを比較して少ない方の額を記入すること。
        イ  間接補助事業の場合  ……  「差引事業費」と「選定額」と「市町村補助額」とを比較して最も少ない額を記入すること。
      ４  「県補助基本所要額」欄には、「県補助基本額」に補助率を乗じて得た額を記入すること。（千円未満切り捨て）
      ５  補助事業が直接補助のみの場合は、「間接補助事業」欄及び「市町村補助額」欄の作成を要しない。
　　　６　「県補助所要額」欄には、「県補助基本所要額」から「仕入れに係る消費税等相当額」を控除した額を記入すること。

　

別紙２　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　事　　業　　計　　画　　書
	事業の名称
	
	区　分
	 費　　目
	 面　　積
	 単　　価
	  金　　　　額
	 備　　　考
	

	開 設 者 (設 置 者)
	 施　　　設　　　名
	　　所　　　　在　　　　地
	  補
  助
  対
  象
  外
  事
  業
  分

	
	        ㎡

	        円

	              円

	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	１　施設の規模及び構造等
	
	
	
	
	
	
	

	敷地の状況
	敷地面積　　　㎡（自己所有地、借地、買入（予定）地の別）
	
	
	
	
	
	
	

	事業の種別
	（新築、増築、改築の別）
	
	
	
	
	
	
	

	建物の構造
及び面積

	                                　　建築面積            ㎡
　（　　　　　　　　造）　　階建
                                    延べ面積            ㎡
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	 小　　計
	
	
	
	
	

	２　施　工　状　況
	    合　　　計
	
	
	
	
	

	工事の施工方法
	（ 直 営、請 負 の 別 ）
	４　財　　源　　内　　訳
	

	施　工　期　間
	着工　　　　年　　月　　日～　EQ \* jc2 \* "Font:ＭＳ 明朝" \* hps9 \o\ad(\s\up 10(しゅん),竣)工　　　　年　　月　　日
	  区　　　　　分
	　　金　　　　　額
	　　　備　　　　　　　　考
	

	３　整　備　費　内　訳
	（１）県 補 助 金
（２）地  方  債
（３）寄  附  金
（４）そ  の  他
	                    円

	（内　訳）

	

	区　分
	 費　　目
	 面　　積
	 単　　価
	  金　　　　額
	 備　　　考
	
	
	
	

	  補
  助
  対
  象
  事
  業
  分

	
	        ㎡

	        円

	              円

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	        計
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	５　そ の 他　　参 考 事 項
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	 小　　計

	
	
	
	
	
	


 （注）１　３整備費内訳の「費目」欄は、別表補助対象経費の欄に定める各部門に区分して記入すること。
       ２  ４財源内訳の備考欄に（１）県補助金のうちの国庫金分を記入すること。
       ３　５その他参考事項に、厚生労働省所管一般会計補助金等に係る財産処分について（平成２０年４月１７日医政発第０４１７００１号厚生労働省大臣官房会計課長通知）の別添１「厚生労働省所管一般会計補助金等に係る財産処分承認基準」第３の３の（１）に規定する抵当権設定の有無を記入すること。

第２号様式（第５条関係）
                                                                  番          号                                年    月    日
  岐阜県知事                様
                                    住        所
                                    補助事業者名
                                    代表者氏名              
                年度                        補助金に関する
       　　　 事業経費配分変更承認申請書
　　　　　年　　月　　日付け　　　　第　　　　号で交付決定を受けた標記補助金に関する事業に要する経費の配分を下記のとおり変更したいので、承認されるよう申請します。
記
１  変更の内容
２  変更の理由
第３号様式（第５条関係）
                                                      　　　　　　　番      号
                                                      　　　　　年 　 月　  日
  岐阜県知事                様
                                    　住        所
                                    　補助事業者名
                                   　 代表者氏名       　　　　　　       
　　　      　　　年度                        補助金に関する　　　
      　　　　事業内容変更承認申請書
　　　年    月    日付け    第      号で交付決定を受けた標記補助金に関する補助対象事業の内容を下記のとおり変更したいので、承認されるよう申請します。
記
１  変更の内容
２  変更の理由

第４号様式（第５条関係）
                                                      　　　　　　番　      号
                                                      　　　　　年  　月 　 日
  岐阜県知事                様
                                    　住        所
                                    　補助事業者名
                                    　代表者氏名　　　　　　              
　　　　　　　　　年度　                        補助金に関する　　　　　　
     　　　　 事業中止（廃止）承認申請書
　　　年    月    日付け    第      号で交付決定を受けた標記補助金に関する補助対象事業を中止（廃止）したいので、承認されるよう申請します。
記
１  中止（廃止）の理由

第５号様式（第５条関係）
                                                     　　　　　　 番　      号
                                                      　　　　　年 　 月　  日
  岐阜県知事                様
                                    　住        所
                                    　補助事業者名
                                    　代表者氏名              　　　　　　
　　　　　　　　　年度消費税及び地方消費税仕入控除税額報告書
　　　年    月    日付け    第      号により交付決定があった    
補助金について、岐阜県医療施設等施設整備費補助
金交付要綱第５条第１項第７号の規定により、下記のとおり報告します。
記
１  岐阜県補助金等交付規則第14条の規定による確定額又は事業実績報告による精算額
                                      　　　　　　　金                      円
２　 補助金の確定時に減額した消費税等に係る仕入れ控除税額（Ａ）
金                      円
３  消費税等の申告により確定した消費税等に係る仕入控除税額（Ｂ）
                               　　　　　　　　　　　     金                      円
４　 補助金返還相当額（Ｂ－Ａ）
金                      円
※　添付書類
　　　記載内容を確認するための書類（確定申告書の写し、課税売上割合等が把握できる資料、特定収入の割合を確認できる資料等）を添付すること。
第６号様式（第６条関係）
番          号
年    月    日
岐阜県知事                様
                                    住        所
                                    補助事業者名
                                    代表者氏名              
                年度                        補助金に関する
事業交付決定前着手届
岐阜県医療施設等施設整備費補助金交付要綱第６条第１項の規定により、別記条件を了承の上、補助金の交付決定前に補助対象事業に着手したいので、下記のとおり届け出ます。
なお、本件について、交付決定がなされなかった場合においても、異議を申し立てません。
記
１　施設名称
２　総事業費
３　事業概要
４　着手予定年月日
５　完了予定年月日
６　交付決定前着手を必要とする理由
別記条件
（１）知事から受理通知を受けるまでは、着手しないこと。
（２）交付決定を受けるまでの期間内に、天災事変の事由によって実施した事業に損失を生じた場合、その損失は、申請者が負担すること。
（３）補助金交付決定を受けた補助金額が交付申請額又は交付予定額に達しない場合においても異議がないこと。
（４）当該事業については、着手から交付決定を受けるまでの期間内においては、計画変更を行わないこと。
（５）事前着手であっても、関係法令・規則等を遵守すること。
第７号様式（第８条関係）
    　        年度                        補助金に関する補助対象事業の遂行状況報告書
	  事    業    区    分
	    施    設    名
	　　　所　　　　　在　　　　　地

	
	
	


１  事業遂行状況                                             （        年　　月　　日現在）
	　　区　　　　　　      分
	  施行面積
	工事施行率
	  金　　  額
	  備　　    考

	  自          年    月    日
  至          年    月    日
          現在竣工量
  自          年    月    日
  至          年    月    日
        まで竣工見込量
	          ㎡

	        ％

	            円

	

	              計

	
	
	
	


  １．竣工見込量については、本報告書提出後１か月ごとの竣工量を記入すること。
  ２．備考欄には、施行済又は予定の工事内容を簡単に記入すること。
２  工事進捗状況
	工  事  名

	        年                                                    年
４月  ５月  ６月  ７月  ８月  ９月  10月  11月  12月  １月  ２月  ３月  ４月
  １日  １日  １日  １日  １日  １日  １日  １日  １日  １日  １日  １日  １日

	設計事務
入札事務
整地工事
基礎工事
　　工事

	

	
	
	
	（１００％）

	
	

	
	
	
	（１００％）

	
	

	
	
	
	（１００％）

	
	

	
	
	
	（１００％）

	
	

	
	
	
	（９０％）

	
	


  １．工事予定を点線の棒線で示し、その上に本報告提出月日現在までの工事進捗状況を実線の棒線で示すこと。
  ２．工事名ごとに工事進捗状況（出来高）を％をもって示すこと。
３  繰越予定状況
	  請負契約額

	              年度内完成（見込）
	繰  越  予  定

	繰越理由


	
	    年  月  日現在
	年度末現在（見込）
	
	

	（全体契約額）
                  円
（うち県補助金分）
                  円

	          円

	  ％

	          円

	  ％

	      円

	  ％

	


  「請負契約額」欄の（うち県補助金分）は、交付決定額を記入すること。
第８号様式（第９条関係）
                                            　　　　　　　     　番          号
                                                 　　　　　　　　年    月    日
  岐阜県知事                様
                                    　　住        所
                                    　　補助事業者名
                                    　　代表者氏名    　　　　　　          
　　　　　　　　　年度                        補助金に関する
        　　　事業実績報告書
　　年度                       　 補助金に関する事業の実績について、次のとおり関係書類を添えて報告します。
記
　　１  補助金精算額      金                          円
　　２  経費所要額精算書（別紙１）
　　３  事業実績報告書（別紙２）
　　４  添付書類
  　　（１）当該事業に関する歳入歳出決算書（見込）の抄本
  　　（２）事業完成後の建物の全景及び補助対象事業の概要を示す写真
　　  （３）契約書の写し
  　　（４）事業完成後の建物の構造及び平面図（各室の用途を示すこと。）
　　  （５）工事仕様書、工事設計図及び工事仕訳書
  　　（６）建築基準法第７条第３項の規定による竣工検査書の写し
  　　（７）その他参考となるべき書類

別  紙  １
                                        経    費    所    要    額    精    算    書
（補助事業者名                ）
	  区         分

	総事業費

	寄 附 金
その他の収 入 額
	差引
事業費

	対象経費
の
実支出額
	基準額

	選定額

	市町村
補助額
	県補助
基本額
	県補助
所要額
	消費税等に
係る仕入
控除税額
	要県
補助額
	県補助
交  付
決定額
	県補助
受入済額
	差引過
（△）
不足額

	（直接補助事業）
  施    設    名

	       円

	      円

	       円

	       円

	       円

	       円

	       円

	       円

	       円

	 円

	 円
	円
	       円

	       円


	       計
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	（間接補助事業）
  施    設    名

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	       計
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	　 合      計

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


  注  １  本調書は、施設ごとに作成すること。
      ２  「選定額」欄には、「対象経費の支出予定額」と「基準額」とを比較して少ない方の額を記入すること。
      ３  「県補助基本額」欄には、次により記入すること。
        ア  直接補助事業の場合  ……  「差引事業費」と「選定額」とを比較して少ない方の額を記入すること。
        イ  間接補助事業の場合  ……  「差引事業費」と「選定額」と「市町村補助額」とを比較して最も少ない額を記入すること。
　　　４  「県補助所要額」欄には、「県補助基本額」に補助率を乗じて得た額と「県補助交付決定額」とを比較して少ない方の額を記入すること。（千円未満切捨）
      ５  補助事業が直接補助のみの場合は、「間接補助事業」欄及び「市町村補助額」欄の作成を要しない。
      ６　「要県補助額」欄には、「県補助所要額」から「消費税等に係る仕入控除税額」を控除した額を記入すること。

別紙２　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　事　業　実　績　報　告　書
	事業の名称
	
	区　分
	費　　目
	面　　積
	単　　価
	金　　　　額
	備　　　考
	

	開 設 者（設 置 者）
	 施　　　設　　　名
	　　所　　　　在　　　　地
	  補
  助
  対
  象
  外
  事
  業
  分

	
	        ㎡

	        円

	              円

	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	１　施設の規模及び構造等
	
	
	
	
	
	
	

	敷地の状況
	敷地面積　　　㎡（自己所有地、借地、買入（予定）地の別）
	
	
	
	
	
	
	

	事業の種別
	（新築、増築、改築の別）
	
	
	
	
	
	
	

	建物の構造
及び面積

	                                　　建築面積            ㎡
　（　　　　　　　　造）　　階建
                                    延べ面積            ㎡
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	 小　　計
	
	
	
	
	

	２　施　工　状　況
	    合　　　計
	
	
	
	
	

	工事の施工方法
	（直営・請負の別）
	４　財　　源　　内　　訳
	

	施　工　期　間
	着工　　　　年　　月　　日～　EQ \* jc2 \* "Font:ＭＳ 明朝" \* hps9 \o\ad(\s\up 10(しゅん),竣)工　　　　年　　月　　日
	  区　　　　　分
	　　金　　　　　額
	　　　備　　　　　　　　考
	

	３　支 出 済 整 備 費 内 訳
	（１）県 補 助 金
（２）地  方  債
（３）寄  附  金
（４）そ  の  他
	                    円

	（内　訳）

	

	区　分
	費　　目
	面　　積
	単　　価
	金　　　　額
	備　　　考
	
	
	
	

	  補
  助
  対
  象
  事
  業
  分
	
	        ㎡

	        円

	              円

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	        計
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	５　そ の 他　　参 考 事 項　　
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	 小　　計
	
	
	
	
	
	


 （注）１　３支出済整備費内訳の「費目」欄は、別表補助対象経費の欄に定める各部門に区分して記入すること。
       ２  ４財源内訳の備考欄に（１）県補助金のうちの国庫金分を記入すること。
       ３　５その他参考事項に、厚生労働省所管一般会計補助金等に係る財産処分について（平成２０年４月１７日医政発第０４１７００１号厚生労働省大臣官房会計課長通知）の別添１「厚生労働省所管一般会計補助金等に係る財産処分承認基準」第３の３の（１）に規定する抵当権設定の有無を記入し、抵当権を設定したことがわかる資料（登記簿の写し）を添付すること。
第９号様式（第11条関係）
              　　　　　　　                                    番          号
                            　　　　　　　                      年    月    日
  岐阜県知事                様
                                　　  住        所
                                    　補助事業者名
                                    　代表者氏名   　　　　　　           
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　発行責任者氏名：
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　担当者氏名：
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　連絡先（電話番号）：
　　　　　　　　年度　　                        補助金交付請求書　　　　　　
  次のとおり補助金の交付を請求します。
金                          円
  ただし、　　年    月    日付け    第      号で交付決定を受けた　　年度                       　　 補助金
  振込みは、下記へお願いします。
      金融機関本（支）店名
      口座名義人
      普通・当座預金の別
      口座番号
第10号様式（第14条関係）
                                                    年    度    補    助    金    調    書
（地方公共団体                ）
	              国
	                  地            方            公            共            団            体
	備  考


	歳出予算科目

	交付決定
の    額

	補助率

	           歳        入
	                         歳                      出
	

	
	
	
	 科    目

	 予算現額

	 収入済額

	 科    目

	 予算現額

	 うち国庫
 補助金
 相当額
	 支出済額

	 うち国庫
 補助金
 相当額
	翌年度
繰越額
	うち国庫
補助金
相当額
	

	（項）
医療提供体制
基盤整備費
（目）
医療施設等
施設整備費
補助金

	      円

	
	
	        円

	        円

	
	
	      円

	      円

	      円

	    円

	      円

	


  １  「地方公共団体」の「科目」欄は、歳入にあっては款、項、目、節を、歳出にあっては款、項、目をそれぞれ記載すること。
  ２  「予算現額」欄は、歳入にあっては当初予算額、補正予算額等の区分を、歳出にあっては当初予算額、補正予算額、予備費支出額、流用増減額
　　等の区分を明らかにして記載すること。
  ３  補助事業等の地方公共団体の歳出予算額の繰越しが行われた場合における翌年度に係る補助金調書の作成は、本表に準ずること。この場合において、地
    方公共団体の歳入の「科目」に「前年度繰越金」を掲げる場合は、その「予算現額」及び「収入済額」の数字下欄に国庫補助額を（  ）をもって付記
    すること。
  ４  「備考」欄は、参考となるべき事項を適宜記載すること。


